
①避難行動要支援者名簿

②記載事項

４,８６６名（令和３年４月現在）
４,７７３名（令和３年８月現在） 最新△９３名

大野市避難行動要支援者の避難支援プラン

・災害時に自ら避難することが困難な方（避難行動要支援者）を事前に把握し、災害から保護するための
基礎となる名簿。東日本大震災で高齢者や障がい者の犠牲が多かった教訓から、平成２５年６月の災害
対策基本法の改正で作成が義務づけられた。

・氏名、生年月日、性別、住所、連絡先、避難支援を必要とする理由など。

③避難行動要支援者数

④避難支援プラン（個別避難計画）
避難行動要支援者名簿に基づき、具体的な支援方法をまとめた各要支援者のプラン（計画）。
避難支援にあたる留意事項、避難場所、避難経路など。

⑤作成者数
１,９８０名（令和３年４月現在） ４０.７％
２,０５７名（令和３年８月現在） 最新 ４３.０％

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会

資料１



大野市避難行動要支援者支援制度の仕組み

自力で避難可能
な要配慮者

特養、老健、病院等
入所・入院者

避難行動要支援者名簿
・避難支援プラン作成

制度に同意 制度に不同意

災害時にのみ
避難支援等関係
者に情報提供

原則施設で対応

災害時に備え、平常時から
避難支援等関係者に情報提供

平成23年の東日本大震災では、被災地全体の死者数はのう
ち65歳以上の高齢者の死者数は約6割、障がい者の死亡率
は、被災地住民の死亡率の約2倍、令和元年台風19号の全
体の死者のうち65歳以上の高齢者の割合は約65％、令和2

年7月豪雨では約79％と、高齢者や障がい者が多数犠
牲となり、避難が適切に行われなかったことを受け、
災害時の避難支援等を実効性のあるものとするには

避難支援プランの作成が有効。和

要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する者）

自力で対応

避難行動要支援者
（災害時に自ら避難することが困難な者で
あって、その円滑かつ迅速な避難の確保を
図るため特に支援を必要とする者）

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会



現状

（1）市内の自主防災組織
（2）自治会
（3）消防機関
（4）警察機関
（5）民生委員児童委員
（6）社会福祉協議会

避難支援等関係者

①対象者条件に照
らし名簿を作成

自主防災組織
又は自治会

市

②名簿及び作成済み避難
支援プランを基に更新確
認及び新規作成を依頼

③名簿及び作成済み避難支
援プランを基に更新確認及
び新規作成を呼びかけ

②‘(3)(4)で避難支援プラン未作成者には新規作成を市から依頼

④作成希望者（制度同意
者）は地域の方と相談しな
がら作成

⑤自主防災組織又は自治会
単位で取りまとめ市に提出

（1）65歳以上のひとり暮らしの方
（2）70歳以上のみの世帯の方
（3）要介護3以上の認定を受けている方
（4）身体障害者手帳1・2級、療育手帳A1・A2又は

精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてる方
（5）特定医療費（指定難病）受給者で、人工呼吸器

又は気管切開を行っている者及び重症認定患者
（6）その他、支援を必要としている方

※在宅の方を対象としており、施設・病院などへの長期入所、入院の方は除く。

⑥提出された避難
支援プランの記載
事項を入力して
データで管理

⑦避難支援等関係者に情報共有
⑧平常時・
災害時の支援

避難行動要支援者（対象者）

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会



現状の課題
①避難支援プランの制度を理解してもらえていない

③高齢化で避難行動要支援者が多く、支援者がいない

②本当に支援を必要とすべき人が作成しておらず、精度に問題がある
・令和3年度は、要介護認定、障害の程度を理由に、市から直送した未作成対象者788名中22人が作成。
新規作成率は2.7％。

・高齢者のみ世帯を理由に地区からの呼びかけでの作成は未作成対象者1910人中184人が作成。
新規作成率は9.6％。

・支援してほしいこと、地域支援者の欄が不十分な避難支援プランが散見している。
・高齢者世帯というだけで元気な方もとりあえず避難支援プランを作成していることも。

・地域での繋がりが薄く、隣近所の人に支援を頼むことができない人、専門的知識や技術、多くの人手が
必要で支援を頼めない方がいる。

④自主防災組織の代表と区長や民生委員の負担が大きい
・避難支援プランの確認方法の簡略化、民生委員への名簿を一つにまとめたが、以前負担が大きい。

・「大野市で災害は起きないから作っても意味がない」「災害が来ても逃げないと思う」
・障害特性や要介護度等の個人情報を含むため、理解が得られない。

避難支援プランの作成が低調

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会



①市町村に個別避難計
画（避難支援プラン）
の作成を努力義務化

②個別避難計画（避難
支援プラン）の名簿や
計画の作成時にマイナ
ンバーの情報を活用で
きるように、マイナン
バー法改正

【国土交通省ＨＰより】

施行日：令和３年５月２０日

資料２



【国土交通省ＨＰより】



【国土交通省ＨＰより】



【国土交通省ＨＰより】



【国土交通省ＨＰより】



【国土交通省ＨＰより】



【総務省消防庁ＨＰより】



第１章 避難行動要支援者の避難支援体制
１ 背景と位置付け（現状に合わせ修正）
２ 避難行動要支援者と避難支援等関係者
（１）要配慮者
（２）避難行動要支援者
（３）避難行動要支援者名簿

（名簿に記載する者の範囲を修正）
（４）避難支援等関係者
（５）避難支援者（定義を追記）

３ 避難支援プランの必要性
４ 避難場所等における対応（必要な事項を追記）
（１）安否確認と情報の集約
（２）避難場所等の運営
（３）福祉避難所への移動

５ 避難支援プラン作成方式
（１）基本の三つの方式
（２）本市における方式

避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画の構成案(案)

※ その他、必要に応じて適宜修正を行う

６ 本市における自主防災組織の結成状況

第２章 大野市における避難支援プラン作成方針
１ 避難支援プラン作成対象者の範囲
２ 避難支援プランの作成
（１）作成の流れ
（２）役割分担

（市の役割…福祉専門職を追記）
（３）作成にあたっての注意点
（４）更新
（５）訓練等の実施
３ 個人情報の取得及び管理について
（１）関係機関共有方式による情報共有に係る

情報保護審査会の答申
（２）避難支援等関係者による個人情報の取扱い

（必要な事項を修正）

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会
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(案)

①大野市総合防災マップ（ハザードマップ）上で危険
な地域に住み支援が必要な方のプラン作成を促進

優先度の高い避難行動要支援者を作成の対象に

赤根川危険区域

清滝川危険区域

石徹白川危険区域

・洪水浸水想定区域（０.５～１.０m、１階床上浸水）
以上の区域に居住している対象者

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会



14

阪谷方面
（橋爪・小黒見・

堂嶋・金山・柿ヶ島）

五箇方面
（西勝原・打波）

蕨生方面
（蕨生・木落）

上庄方面
（森山・西山）

・土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域に
居住している対象者 土砂災害特別警戒区域（土石流）

土砂災害警戒区域（土石流）

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会



(案)
①真に支援が必要な対象者を抽出し、プラン作成を促進

優先度の高い避難行動要支援者を作成の対象に

【現 行】

(１) ６５歳以上のひとり暮らしの方

(２) ７０歳以上のみの世帯の方

(３) 要介護３以上の認定を受けている方

(４) 身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２または精神障がい者保健福祉手帳の交付を受けている方

(５) 特定医療費（指定難病）受給者で、人工呼吸器又は気管切開を行っている者及び重症認定患者

(６) その他、支援を必要としている方
※在宅で、支援を必要としている方を対象としており、施設・病院などへの長期入所、入院の方は除く。

【改正案】

(１) ６５歳以上の人のみで構成するの高齢世帯のうち、要支援１・２、要介護１・２の方

(２) 要介護３以上の認定を受けている方

(３) 身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２または精神障害者保健福祉手帳１・２級の交付を受けている方

(４) 医療依存度の高い方（人工呼吸器装着者、気管切開をしている者、在宅酸素使用者、人工血液透析者など）

(５) その他、支援を必要としている方
※在宅で、支援を必要としている方を対象としており、施設・病院などへの長期入所、入院の方、健康加齢者は除く。

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会



（1）市内の自主防災組織
（2）自治会
（3）消防機関
（4）警察機関
（5）民生委員児童委員
（6）社会福祉協議会

避難支援等関係者

①対象者条件に照
らし名簿を作成

自主防災組織
又は自治会

市

②名簿及び作成済み避難
支援プランを基に更新確
認及び新規作成を依頼

③民生委員の協力のもと、
名簿及び作成済み避難支援
プランを基に更新確認及び
新規作成を呼びかけ

②′(1)(2)(3)(4)で避難支援プラン未作成者には新規作成を
市から依頼

④作成希望者（制度同意
者）は地域の方と相談しな
がら作成

⑤自主防災組織又は自治会
単位で取りまとめ市に提出

（1）65歳以上の人のみで構成するの高齢世帯のうち、
要支援１・２、要介護１・２の方

（2）要介護3以上の認定を受けている方
（3）身体障害者手帳1・2級、療育手帳A1・A2又は

精神障害者保健福祉手帳1・2級の交付を受けてる方
（4）医療依存度の高い方（人工呼吸器装着者、気管切開

をしている者、在宅酸素使用者、人工血液透析者

など）
（5）その他、支援を必要としている方
※在宅で、支援を必要としている方を対象としており、施設・病院などへ
の長期入所、入院の方、健康加齢者は除く。

⑥提出された避難
支援プランの記載
事項を入力して
データで管理

⑦避難支援等関係者に情報共有 ⑧平常時の訓練
・災害時の支援

避難行動要支援者（対象者）

気
に
な
る
方
に
作
成
を
呼
び
か
け

③′

避難支援者

優先度の高い避難行動要支援者の避難支援プラン
を随時作成。
市が取り組むべき、真に支援が必要な対象者（資
料３の①）に対し、おおむね5年程度で100%作成
を目標とする。

(案)

第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会



第１回
避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画改定委員会

スケジュール（案）
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

★第１回改定WG（2/28）
法改正・制度説明
福祉・地域について
協議・検討
方向性の仮決定

★第２回改定WG（6/8）
素案について協議

地区・本人作成避難支援
プランの更新・新規作成

市とり
まとめ

関係機関
情報共有

地区ごとに訓練
10月第1土・日曜日頃総合防災訓練

★第１回改定委員会
委員委嘱式
方向性の決定
素案の提示

素案作成
素案
作成

素案修正 素案修正

★第2回改定委員会
パブコメ前計画

★第3回改定委員会

パブコメ後計画

★第４回改定WG（第1回改定委員会後）
改定委員会での意見を反映した素案について協議

素案
修正

パブ
コメ

パブ
コメ
修正

☆第1回プラン作成WG
作成者抽出
年間目標等の決定

区長会等で関係機関に
制度周知と協力依頼

全
体
計
画
改
定

市
民

委
員
会

W
G

全
体
計
画

優先度の
高い避難
行動要支
援者の数
抽出

★防災リーダー
研修会（3/13）
個別避難計画
の第一人者
鍵屋一先生を
招き講演

☆地域防災計画に反映

令和５年度以降は
地区・本人作成避難支
援プランの取りまとめ
終了後に年度内の対象
者・目標を決定

★ケアマネ・相談支援専門員に避難支援プランについて呼びかけ依頼

資料４

★第３回改定WG（6/21）
素案について協議


